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１．はじめに
地すべり機構が複雑な御荷鉾帯の地すべり地において地

質調査を行い、地すべり対策工を設計、施工した。対策工

は法枠アンカー工を主体にしたが、一部地形的制約条件か

ら施工性を考慮し、一部鋼管杭工との併用工とした。また、

地質状況によりアンカー定着位置を中風化緑色片岩および

弱風化緑色片岩にした。なお、地すべりブロック末端中央

部に砂防ダム（一号堰堤）が位置する。砂防ダム上・下流

で押え盛土量が異なるため、対策工としての安全率の評価

は荷重平均して検討した。

同一ブロックでありながら地形状況を考慮して対策工の

工種（アンカー工と鋼管杭工）を変え、地質状況を考慮し

て、アンカー長（自由長と定着長）を変え、かつ設計では

押え盛土量を荷重平均する等、施工性および経済性を追求

した。そのため、地すべり挙動の把握および対策工の効果

を確認する目的で、アンカー荷重計および孔内傾斜計等に

よるモニタリングを行った。

本論文は、それらについてとりまとめたものである。な

お、本調査を実施するにあたり、建設省吉野川砂防工事事

務所（現：建設省四国山地砂防工事事務所）の方々に多大

な援助をいただいた。ここに感謝の意を表する。

２．地質および地すべりの概要
2.1 地質概要

調査地は、四国を東西に帯状に分布する、三波川帯と秩

父帯の間に挟まれて断続的に分布する、御荷鉾帯の緑色岩

類分布域に位置している（図－１）。

御荷鉾緑色岩類は、変成した塩基性溶岩・凝灰岩、玄武

岩質枕状溶岩および斑れい岩・超塩基性岩等よりなり、調

査地付近には塩基性溶岩・凝灰岩が分布している（図－２）。

御荷鉾緑色岩類と三波川変成岩類は断層関係で接すると

考えられるが、この境界付近にはところどころに蛇紋岩が

分布している。また、御荷鉾緑色岩類および三波川変成岩＊　中央研究所　開発研究部

A geological survey was carried out to elucidate the complicated mechanism of landslides
which are likely to occur in the Mikabu zone. The anchoring method was modified on the
basis of the results of the survey so that it could be used in combination with either
grating crib works mostly or steel pipe piles partly to provide slope stabilization more
effectively. Execution of the work was conducted in view of the geological conditions of the
ground in which anchors were embedded firmly in a pattern determined from the
geological condition. Observations of the slope have been made by means of the monitoring
of the load cells attached to the anchors and borehole inclinometers so that the stability of
the slope can be achieved in a well-balanced way, by means of monitoring the behavior of
the slope and confirmed the effect of executed work to stabilize the slope. 



類分布域には、当地区（佐賀山）以外にも多くの地すべり

地がみられる。

2.2 地表踏査

当初、平成３年９月中旬の降雨(100a/日以上)で、A' ブ

ロックが滑動し、その後Ａ、Ｂ、Ｃブロックの滑動が生じ

た。そのため、地表踏査を行い、ボーリング調査を実施し

た。図－３に地表踏査結果図を示す。クラックの分布状況

から当地すべりは３つのブロックに分けられる。下流側の

Ａブロック、Ａブロックを含み上流側に広がるＢブロック、

Ｂブロックを含みさらに上流側に広がるＣブロックの３つ

である。Ａブロックは、頭部クラックの段差1.5～2.0c、

側部クラックの段差0.5～1.5cで、内部にも0.5～1.0cの段

差が多く認められる。また、上部と下部の２か所に10c規

模の大きい崩壊地が存在する。Ｂ・Ｃブロックは頭部クラ

ックの段差0.2～0.5cで、側部クラックはともに不明瞭で

ある。Ｃブロック上流側下部の擁壁に倒れこみが認められ、

さらに上流側の擁壁には開口約10bのクラックが認められ

た。なお、１号および２号堰堤には変状は認められていな

い。また、水田への取水のためのボーリング孔が認められ、

それらを含むＣブロック内部には約30r/分の湧水がみら

れた。クラックの段差、崩壊の分布状況から、Ｂ・Ｃブロ

ックに比べてＡブロックの動きが大きいものと考えられる。
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2.3 地すべりの活動経偉

図－４に地盤伸縮計変動解析図を示した。伸縮計の設置

は、当地すべりの下流側の地すべり（平成２年の集中豪雨

時に発生した地すべりブロック）についてＳ｜１～６をま

ず設置し、その後、平成３年９月中旬の豪雨から順次増設

した。

斜面下部の（A' ）ブロック頭部のＳ｜７、Ｓ｜８は、平成

３年９月中旬の豪雨により発生したと考えられるクラック

を横断して設置され、その後の雨で何度か引張り方向の動

きを示し、２月上旬の２号右岸掘削に伴い、大きく引張り

方向の動きを示した後、３月中旬以降動きは沈静化してい

る。Ａブロック頭部のＳ｜13、Ｓ｜14は２号右岸掘削によ

り発生したと考えられるクラックを横断して設置され、３

月中は大きな引張り方向の動きを示したが、４月以降はや

や動きが沈静化しており、降雨と連動した動きを示してい

る。Ｂ・Ｃブロック頭部のＳ｜９、Ｓ｜10、Ｓ｜11は、９

月下旬の豪雨もしくは10月の１号右岸掘削により発生した

と考えられるクラックを横断して設置され、11月上旬まで

やや大きい引張り方向の動きを示した後、降雨と連動した

ゆるやかな動きを示している。

これらのブロックの活動経緯を、図－５にまとめて示す。

2.4 ボーリング地質調査および地質解析

ボーリング調査結果および地表踏査結果から、縦断方向

４測線（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）、横断方向２測線（Ｅ、Ｆ）の地質

状況を検討し、地質断面図を作成した。そのうち、主測線

のＡ測線およびアンカーの定着部のＦ測線を図－６、７に

示した。

調査地の地質は、表層部に礫混り土砂よりなる崩積土（Dt）

が10ｍ前後の厚さで分布しており、その下位は岩片状～軟

質棒状の基盤の御荷鉾緑色岩類よりなる。緑色岩類は、上

部から強風化岩（Ｗ1）、中～強風化岩（Ｗ2～Ｗ1）、中風化岩

（Ｗ2）に大きく区分される。強風化岩は硬質なブロックを

ところどころに含むものの、全体に風化・破砕により著し

く粘土化しており、岩組織をほとんど残していない。中～

強風化岩は全体に粘土化がみられるが、岩組織を残してい

る。中風化岩はところどころ粘土化がみられ、片理面に沿

って細片化しているが、一部に硬質なブロックを含む。弱

風化岩は亀裂は多いが硬質な岩盤で、一部に粘土化が認め

られる。また、片理面は概ね南北性で10°～30°傾斜する流

れ盤状を示すものの、それぞれの境界面は大きくうねって

おり、図－８模式断面図に示すように、複雑な地質状況を

示している。
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すべり面は、ボーリング地質状況よりグリッドに断面図

を作成（Ａ～Ｆ断面）し、風化境界層を面的に結び、かつ、

その後の孔内傾斜計観測データ（風化境界層付近で若干の

変位が認められる程度）を考慮し決定した。その結果、Ａ、

Ａ' ブロックが崩積土下面（深さ10c前後）、Ｂブロックが強

風化岩内部の褐色ゾーン下面付近（深さ15c前後）、Ｃブロ

ックが強風化岩下部の原岩色ゾーン（深さ20c前後）に位

置していると推定され、３層のすべりと考えられる。以上

の結果、各ブロックの規模・クラック状況等をまとめて、

表－１に示す。

対策工を検討する際には、規模・深度ともに最も大きい

表－１のＣブロックを対象とする必要がある。とくにアン

カーにて対策工を実施する場合（地表踏査結果より、当地

区の対策工は面で抑える工法が最も信頼できる）、Ｃブロ

ックすべり面より下位に分布する中風化岩（Ｗ2）、または

弱風化岩（Ｗ3）を定着岩盤とする必要がある。そのため、

アンカーの定着部に相当するＦ測線（図－７）の柱状対比

図（図－９）とコア写真（写真１）をここに示し、それら

について説明する。

H.4ＢＶ-８とH.4ＢＶ-２に見られるようにＡ、Ｂ測線付近

では、すべり面直下に層厚10c程度の弱風化岩（Ｗ3）が認め

られる。Ｗ3下位は再び中～強風化岩（Ｗ2～Ｗ1）がＢ測線付

近でとくに厚く認められ、その下位に中風化岩（Ｗ2）が認め

られる。一方、H.4ＢＶ-９に見るようにＣ測線付近では、
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すべり面直下にそのＷ3が認められず、Ｗ2が認められる。

また、H.4ＢＶ-４に見られるように、Ｄ測線付近では、すべ

り面直下にＷ3は認められるものの層厚が５c程度と薄く、

その下位にＡ、Ｃ測線同様再びＷ2～Ｗ1が認められ、その

後、Ｗ2が出現する。

したがって、アンカーの定着部をすべてＷ2にしたのでは、

自由長が長くなり（もちろんＷ3にくらべて定着長も長くな

る）不経済である。当地区の御荷鉾帯の地質的特徴の一つ

は硬質部がレンズ状になり、軟質部に挟在していることで

ある。そこで、すべり面下位にレンズ状に認められる硬質

部（Ｗ3）の評価に努めた。この段階で概略設計を行った結

果、アンカー定着長は、少なくても５c以上必要となるこ

とが判明したため、これ以下の層厚でレンズ状に認められ

るＷ3は無視し、図－10に示すようなアンカー定着面コン

ター図を作成した。

３．地すべり対策工
3.1 対策工法の選定と安全率

当地すべりは地すべり機構が複雑で、平面的に地すべり

ブロックがＡ→Ｂ→Ｃと拡大するにつれてすべり面深度も

深層部に転移していった。そのため、地すべり対策工につ

いてはブロック内に存在する浅層すべりも考慮し、面で押

える法枠アンカー工を主体とした。なお、地すべり発生の

誘因が降雨のため、抑制工として、地下水排除工（横ボー

リング工）を計画した。地下水位は、ボーリング掘進に伴

い、漸次低下するものの、ある深度でほぼ一定となる傾向

がみられ、降雨により強風化岩（Ｗ1）内で水位が上昇する。

そのため、強風化岩上面付近に最高水位を推定し、横ボー

リング工により、３cの水位低下を期待した。また、当地

すべり末端部には砂防ダム（１号堰堤）が位置しており、

砂防ダムヘの影響を軽減するため、末端部には押え盛土を

計画した。

安定計算式は簡便式（フレニウス法）を用い、現状の安

全率をＦ s＝0.98（活動中のためＦs＜1.00）と推定した。

そして、すべり面の粘着力（C）を移動層の最大層厚（約20c）

を考慮し、C＝2.0tf/gと推定3）し、内部摩擦角(φ)を逆算

して求めた。結果、φ＝40.87°となった。なお、現地の地形

勾配（主測線付近）が約45°であること、また、移動土塊の

地質が強風化岩～崩積土（礫混り砂質土主体）であること

からして、この内部摩擦角φ=40.87°というのは妥当な値

と考えられる。したがって、すべり面の土塊強度（C、φ）

は次のように決定した。

5

一方、地すべり中央部に砂防ダムが位置するため、押え

盛土の土量が上流側、下流側で大きく異なるため、押え盛

土の安全率の評価を荷重平均で行った。また、抑止工の基

本は法枠アンカー工としたが、上流側で地形的にアンカー

工施工が困難な箇所においては、一部鋼管杭工を計画した。

表－２にそれら対策工施工後の安全率の推移を示した。

表－２に示す抑止工の規模を決定する必要抑止力〔必要抑

止力＝（計画安全率－抑制工（押え盛土工、横ボーリング

工）施工後の安全率）×すべり力〕の算出方法も、押え盛土

工、横ボーリング工の各安全率算出と同様、砂防ダム上・

下流断面に対する有効ブロック幅（安定計算上考慮できう

る幅）による荷重平均換算とし、求めることとした。

砂防ダム上・下流断面における有効ブロック幅は、次の

ようになる。
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7

また、抑制工施工後のすべり力は次のようになる。

以上の条件より、荷重平均すべり力を求めることとする。



となる。

3.2 抑止工の設計

当ブロックの対策工は、面で抑える法枠アンカー工が技

術的に最も有効な工法であるが、地すべりブロック内の地

形から、法枠アンカーの施工が困難となる位置（Ｄ測線付

近）があり、その位置に対しては鋼管杭工を施工すること

とした。したがって、抑止工は法枠アンカー工が主体であ

るが、一部鋼管杭工との併用工となる。

(1) アンカー工の設計

当地区は、地形勾配約45°、すべり面勾配約35°と比較的急

勾配を呈している。また当地すべりはＡブロックの崩積土

（礫混り土下面）すべり、Ｂブロックの強風化岩（褐色下

面）すべり、そしてＣブロックの風化岩すべりと機構が複

雑である。そのためとくに、Ａブロックの崩積土すべり等

の浅層すべりに対しては、ある程度締め付け効果を期待し、

初期の段階で抑止しておく必要があると判断できる。その

ため、アンカーは締め付けを考慮した引き止めアンカー

（日本道路公団式）４）として計算した。なお、設計アンカー

力も必要抑止力の算出同様に、荷重平均換算を行い求める

こととする。各諸元に対する荷重平均値を計算する。

したがって、設計アンカー力Pは次式により求め、アンカ

ー打設角は経済性を考慮し、α＝30°とした。

8

アンカーは二重防食用の永久アンカーのため、現場で容

易に施工できる工場加工のアンカーが望まれる（現場作業

員すべてがアンカー施工の熟練技術者とは限らないため）。
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また、将来再緊張することも予想されるため、容易に再緊

張できるマンション部がねじ式のアンカーが望まれる。以

上より、アンカー材はＳＥＥＥグラウンドアンカー（タイブ

ルアンカーＡ型）とした。アンカー段数および法枠工間隔

等の経済比較を行い、その規模を決定した。その際、定着

岩層の地質性状が脆弱なため、１本当たりのアンカー力の

軽減を考慮し、通常設計荷重を約100ｔ/本以内を目安とする

ところを今回は、その８割以内の設計荷重とした。その結

果、法枠工間隔2.50cでF130TA（許容荷重約75t/本の圧

縮型アンカー）のアンカーを４段施工するのが、技術的に

も経済的にも最も効率的であることがわかった。

(2) アンカー定着位置について

ボーリング調査結果より、Ｗ2層およびＷ3層がアンカー

定着層として適切であると評価できることから、Ｗ2層およ

びＷ3層をアンカー定着層とした。ボーリングコア状況から、

Ｗ2層とＷ3層とでは地盤の周面摩擦力が異なるものと考え

られ、Ｗ2層ではτ＝6.0kgf/f（風化岩の最低値）2)，Ｗ3層

ではτ＝8.0kgf/f（風化岩の中間値）の周面摩擦力が期

待できるものと推定できる。

その定着層における周面摩擦力の違いは、アンカー定着
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長が1.5ｍ/本の違いとなる。全計画アンカー本数ｎ＝80本

においてはΣL＝120.0ｍの差となり、工事費に対しても大

きな影響を与えることが考えられる。

そこで、ボーリング調査結果より、アンカー定着層とし

て適切であると評価できるＷ2層およびＷ3層のアンカー定

着面コンター図（図－10）を作成した。図―10より、Ｉ測線

より上流側へ約5.0cまではＷ3層が広がっているが、それ

よりも上流側においてはＤ測線上のＢＶ-４周辺にＷ3が見

られる程度で、その他はＷ2層が分布していることが理解で

きる。アンカー工の列番号⑮と⑯において、定着層がＷ3層

とＷ2層に分かれることが認められることより、アンカー工

の定着層は次のように決定する。なお、アンカー定着層の

異なるＡ、Ｃ測線アンカー定着層断面図を図－11に示す。
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(3) 鋼管杭工の設計

上流側の地形的にアンカー工が施工困難な箇所について、

鋼管杭工を検討した。鋼管杭工位置については現地調査の



結果を考慮し、引張り亀裂が認められない圧縮域に計画し

た。なお、その計画位置の妥当性は、安定計算の結果から、

すべり土塊に対する水平内力図６）（杭背面土塊の抵抗力チェ

ック；図－12）を作成し判断することとした。水平内力

図の必要抑止力P＝143.97tf/cが水平内力と交わる２点内

に抑止杭を計画すると、杭種別はクサビ杭5）となる（その

２点外に抑止杭を計画すると杭種別は抑え杭となる。クサ

ビ杭とは杭の変位の増大とともに抵抗力を発揮する杭であ

る。そのため、クサビ杭で設計するためには杭背面（谷側）

土塊（移動層）の抵抗力が期待できることが必要である。

一方、それが期待できない場合に抑え杭で設計する）。な

お、杭位置の決定においては、杭前面（山側）土塊の跳ね

上げの検討を行い、Fs≧1.20となる位置で、かつ、各スラ

イスの安全率（Fsi）についてもFsi≧1.00となる位置を考

慮した（図－12○印）。

以上の結果、X＝0.00付近（図－12）が技術的に最も適

切であると判断でき、当位置に鋼管杭を計画した。抑止杭

の選定に当たっては、当地すべりの必要抑止力がP＝

143.97tf/cと大きいため、厚肉地すべり抑止鋼管杭とした。

杭の肉厚が厚くなると、溶接の施工性が悪くなる。また、

厚肉・小口径の杭を使用することは、曲げ耐力の点からあ

まり好ましくない。そのため、許容応力度が割り引かれる

t＝40aを肉厚の上限として、経済比較検討を行った。そ

の結果、ＳＭ490材のφ＝500a、t＝40aの鋼管杭を２c

間隔で施工するのが最も効率的であることがわかった。

４．地すべり対策工の効果判定
集中豪雨時等には、予想以上の地下水位上昇や表層の崩

壊が発生する可能性があるため、平成４年８月以降の対策

工施工時および平成５年３月以降の対策工施工後において

も、孔内傾斜計・地下水位・地盤伸縮計の観測を継続して

行い、地すべり挙動の把握および対策工の効果を確認した。

とくに、抑止工は下流側が法枠アンカー工、上流側が鋼管

杭工と工種が異なり、アンカー工においても定着岩盤の地

質状況を考慮してアンカー長を変えているため、対策工の

片利きが心配であった。そのため、それら対策工の効果の

バランスを確認する目的で、法枠アンカー工施工箇所にア

ンカー荷重計（３か所）を、鋼管杭工施工箇所には鋼管杭

のすぐ横に孔内傾斜計（３孔）を平成５年３月に設置し継

続観測を行った。

図－13に地すべり対策工およびアンカー荷重計および孔

内傾斜計設置位置平面図を示す。約２年が経過した平成７

年３月においても、それら計測器に目立った変位は認めら

れず（杭前面に設置した孔内傾斜計に当初若干変位が認め

られたが、その後落ちつき、アンカー荷重計の荷重増加も

認められていない）、すなわち、片利きを示すような変動は

認められず、対策工の効果が期待できるものと考えられる。

５．まとめ
当地すべりの地すべり機構は複雑で、平面的にＡ、Ｂ、

Ｃと地すべりブロックが拡大するにつれて、すべり面の深

度も深層部に転移していった。それは、地質状況による影

響で当地区の地質が御荷鉾帯の風化した緑色片岩（硬質部

と軟質部を繰り返す）より構成されているためである。

対策工はアンカー工主体であるが、地形状況より、一部

アンカー施工不適な箇所は鋼管杭工を併用した。また、ア

ンカー工の定着は、地質状況より、レンズ状に挟む弱風化

部（Ｗ3）に求める場合と、その地質が存在しない場合に

は中風化部（Ｗ2）に求めた。すなわち、地質状況を考慮

し、アンカー長（自由長、定着長）を決定した。

一方、地すべり末端部の中央に砂防堰堤が位置するため、

砂防堰堤の上下流部それぞれの断面について安定計算した

結果を平面的なブロック幅で荷重平均し、それを押え盛土

の安全率上昇分とした。

以上のように、地すべり機構、地形、地質状況が複雑な

ため、対策工の工種がアンカー工と鋼管杭工、アンカー工

の定着層がＷ3とＷ2、押え盛土の安全率の評価が荷重平均

等、地すべり解析・設計も安定性、施工性、経済性を考慮

し、それに見合った検討を行った。上記検討は、技術的に

新たな試みであるため、対策工施工後、アンカー荷重計や

孔内傾斜計を設置・観測し、効果判定を行っている。今の

ところ片利き等の問題は生じていない。今後、同様な地

形・地質状況の場合にこのような解析・設計法が参考にな

るものと考えられる。
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